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（平成26年9月策定） 計画期間：平成27年度～ 令和６年度

【めざすまちの姿】
豊かな自然と歴史に育まれ，未来へいのちつなぐまち

福岡市新世代環境都市ビジョン
（平成24年度策定） 目標：2050年

福岡市環境
基本計画に
基づく部門別
計画

○福岡市地球温暖化対策実行計画

○福岡市環境・エネルギー戦略

○生物多様性ふくおか戦略
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環境施策の全体像～計画等の体系
環境にやさしい都市をめざす福岡市民の宣言 ～ふくおか環境元年宣言～ （平成4年6月14日）
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環境の保全・創造に向けた人づくり・地域づくり

環境の保全・創造に向けたしくみづくり

ふくおか から九州・アジアへ

環境施策の全体像～計画等の体系

第１章
第１節

第１章
第２節

第１章
第３節

第１章
第４節

第２章
第１節
第２節
第３節

年次報告書
「ふくおかの環境」

【施策の点検・評価】
- 環境施策の実施状況
- 成果指標の達成状況 等

・環境審議会における報告
・年次報告書「ふくおかの環境」

による市議会への報告

★

★
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環境施策の実施状況等に対する評価



施策の基本的方向 
特に発生抑制，再使用に重点をおいたごみ減量の推進を図るとともに，事業系ごみのリサイクルシステム構築によ

り資源化の促進を図るなど，さらなるごみ減量・リサイクルの取組みにより，循環型社会の構築を目指します。 

施策の実施状況 

●様々な媒体等を活用した情報発信

・市外からの転入者向けに家庭ごみルールブック等の作成・配布および「福岡市ごみと資源の分け方・

出し方情報サイト」などによる広報を実施した。

・スーパーマーケットや百貨店でのポスター等の掲示や３Ｒ推進モニターを実施した。

・飲食店などから排出される食品廃棄物の発生抑制を推進する「もったいない！食べ残しをなくそう

福岡エコ運動」を街頭キャンペーンやフリーペーパー等でＰＲした。（福岡エコ運動協力店登録数：

12 店）

●環境教育・学習機会の提供

・３Ｒステーションにおいて市民へのごみ減量・リサイクルの場の提供，各種講座やイベントを開催

した。(入館者総数：112,570 人，講座等開催回数：1,235 回，イベント参加人数：14,026 人）

・小学４年生を対象に，家庭で出来るごみ減量の取組み等についての環境学習支援を実施した。（138

校）

●家庭におけるリサイクルの促進

・地域集団回収等実施団体に対する報奨金の交付や，市民の身近な場所に回収拠点を整備し，資源物

の回収を促進した。（回収量：27,851ｔ）

・水銀廃棄物の拠点回収を実施した（蛍光管 67か所，水銀体温計等 726 か所）

●事業系古紙回収の推進

・古紙回収に取り組んでいない中小事業者等を対象として，関係業界の協力のもとに構築した古紙回

収システムにより，効率的・効果的な古紙回収を推進した。（回収量：7,618ｔ）

●一般廃棄物排出事業者に対する減量化指導の徹底

・特定事業用建築物（延床面積 1,000 ㎡超の事業用建築物）の所有者等に対する減量化指導を実施し

た。（事業所への立入指導等：2,017 件）

●ごみ減量・リサイクルの推進に向けた基金の活用

・事業系ごみの減量・資源化等に関する普及啓発事業及び事業者の取組みへの支援を実施した。（事業

系ごみ資源回収推進事業等）

成果指標の達成状況 

指標 現状値（基準年度） 実績値（把握年度） 目標値（目標年度） 指標評価 

ごみ処理量 
56.3 万ｔ 

（2012 年度） 

57.7 万 t 

（2018 年度） 

47 万ｔ 

（2024 年度） 
C 

ごみのリサイクル率 
30.6％ 

（2012 年度） 

31.3％ 

（2018 年度） 

37％ 

（2024 年度） 
Ｂ 

特記事項 

（外部要因等） 

新新循環のまち・ふくおか基本計画の予測を上回る人口の増加や入込観光客数も増加
する中で，市民や事業者のごみ減量をはじめとする３Ｒの取組みにより，市民１人１
日あたりの家庭ごみ処理量（原単位）は年々減少しており，2015 年度以降のごみ処理
量は，ほぼ横ばい程度に留まっている。 

総合評価 

成果指標の達成状況から，概ね順調に進捗していると評価

するが，ごみ処理量が基準年度よりも高い値で推移してい

ることを踏まえ，古紙の分別区分を追加するなど事業系ご

みの資源化に向けた施策を推進する必要がある。 

★★

環境施策の実施状況等に対する評価
評価の一例

①主な事業や取組みを記載

②成果指標の達成状況
「Ａ」・・目標値に向けたペースを

達成又は上回っている
「Ｂ」・・目標値に向けたペースを

下回っているが，指標は
改善又は現状維持

「Ｃ」・・目標値に向けたペースを
下回っており，指標が悪化

「－」・・数値が把握できないため
判定不能

④総合評価

成果指標のA=３点，B=２点，C=１点
とし，平均点により評価する。

平均点が２.５以上 ★★★
平均点が１.５以上２.５未満 ★★
平均点が１.５未満 ★

４
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２

３

１

③特記事項
外部要因等を踏まえ，④の評価を
アップ又はダウンさせることもある。

環境施策の実施状況等に対する評価
全体の評価結果

＜分野別施策＞ ＜分野横断型施策＞

３ 資源を活かす循環のまちづくり３ 資源を活かす循環のまちづくり

１ 快適で良好な生活環境のまちづくり１ 快適で良好な生活環境のまちづくり ２ 市民がふれあう自然共生のまちづくり２ 市民がふれあう自然共生のまちづくり

４ 未来につなぐ低炭素のまちづくり４ 未来につなぐ低炭素のまちづくり

5 環境の保全・創造に向けた
人・地域・しくみづくり，広域的
な取組み

5 環境の保全・創造に向けた
人・地域・しくみづくり，広域的
な取組み

昨年度評価との比較

■３の(2)廃棄物の適正処理
の推進 ２→３

■上記項目以外
昨年と同じ
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福岡市環境基本計画とＳＤＧｓの関連
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福岡市環境基本計画



とＳＤＧｓの関連
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第１章
分野別施策の実施状況

第１節
快適で良好な生活環境のまちづくり
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第１項
黄砂・PM2.5などの大気汚染物質への対応

第２項
良好な生活環境の保全
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●大気環境基準達成状況
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香椎 ○ ○ ○ ×

東 ○ ○ ×

吉塚 ○ ○ ○ ○ ×

市役所 ○ ○ ○ ○ ×

南 ○ ○ ×

長尾 ○ ○ ○ ×

祖原 ○ ○ ○ ×

元岡 ○ ○ × ×

千鳥橋 ○ ○ ○

比恵 ○ ○

天神 ○ ○ ○ ○

大橋 ○ ○ ○

別府橋 ○ ○

西新 ○ ○ ○

石丸 ○ ○ ○ ×

今宿 ○ ○

一
般
環
境
大
気
測
定
局

（
８
局

）
自
動
車
排
出
ガ
ス
測
定
局

（
８
局

）

測　定　局

測定地点図

凡 例
一般環境大気測定局
自動車排出ガス測定局

香椎

東

吉塚

千鳥橋

比恵天神

市役所

南

大橋

長尾

西新

祖原

別府橋

石丸
今宿

元岡

大気環境

○：達 成
×：非達成

環境保全課

PM2.5

11

PM2.5(微小粒子状物質)の測定結果
環境保全課

１年平均値が15μg/m3以下であり、かつ、１日平均値が35μg/m3以下であること

PM2.5に係る環境基準
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PM2.5予測情報提供回数

一般局平均

自排局平均

環境基準

平成25年2月～
情報提供開始

PM2.5の年平均値の推移およびPM2.5予測情報提供回数（福岡市）
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黄砂・PM2.5対策

予測情報の発信

防災メールやホームページ等にて発信

・ 黄砂予測情報（13回提供）

・ ＰＭ2.5予測情報（3回提供）：見逃し率※25.0%

※見逃し率とは，環境基準超過を予測しなかったが，

実際には環境基準を超過した件数の割合

・ ＰＭ2.5ダイヤル（着信件数19,154件）

環境保全課

花粉予測情報提供の開始

・ 出前講座

実施回数：5回，参加者：222人

・ パネル展開催 （平成30年7月3日～7月9日）

市本庁舎１階多目的広場にて，福岡市のＰＭ2.5濃度等に

関するパネル展を開催

普及・啓発

13

・ 花粉症等のアレルギーを持つ市民を対象に，

平成31年2月6日より市ホームページにて

花粉飛散の予測情報の提供を開始

光化学オキシダントの測定結果
環境保全課

1 時間値が0.06ppm 以下であること。

光化学オキシダントに係る環境基準

※昼間とは、5時～20時までをいう。
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環境基準は未達成であるが，年平均値は横ばいで推移
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アスベスト対策

副市長をトップとした「アスベスト対策調整部会」を設置し，平成25年4月に策定した「アスベスト対策推進プラン」を
基本方針として，関係部局が一丸となって施策を実施した。平成30年度からは，災害時のアスベスト飛散・ばく露防
止対策を追加した「第二次推進プラン」（実施期間10年間）に基づき施策を推進している。

①建築物のアスベスト除去推進
・市有建築物のアスベスト除去推進等
・民間建築物の使用実態調査
・補助制度の活用及び拡充

③情報の⼀元化，市⺠への情報発信
・一般環境大気中のアスベスト濃度測定
・非飛散性アスベストの調査・研究
・市民への情報発信／市民相談への対応

②解体⼯事からのアスベスト⾶散防⽌
・解体等工事の届出漏れ防止
・工事の監視指導／廃棄物の適正処理

アスベスト排出等作業届出件数 １３４件

立 入 調 査 件 数 ９３件

排出作業時の測定件数 ８５件

市内5地域の大気中濃度は0.070～0.15本／L
で、健康影響はないとされている値であった。

環境保全課

④災害時のアスベスト⾶散・ばく露防⽌
・建築物の損壊，解体等に伴う飛散防止
・廃棄物の処理に伴う飛散防止
・市民への情報発信

「（一社）建築物石綿含有建材調査者協会」と
被災建築物のアスベスト調査に関する協定を
締結（平成30年6月26日） 15

適切な飛散防止措置の実施を確認

自動車騒音

市内幹線道路の沿道両側50ｍの
範囲にある住居等について評価

計画期間：
平成29年～令和3年 （5年間）

評価区間数（延長）：
521区間 （405.8km）

平成30年度 自動車騒音環境基準達成状況

自動車騒音の環境基準達成率（昼夜とも）

環境保全課

年度

達
成

率
［
％

］

目標値
100％
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地下水質・化学物質

○有害大気汚染物質（市内 ４地点 21項目）
環境基準値又は指針値以下

調査区分

調
査
井
戸
数

基
準
超
過
井
戸
数

項目別基準超過
井戸延数内訳

重
金
属
等

揮
発
性
有
機

化
合
物

そ
の
他

概況調査 16 0 0 0 0

汚染井戸周辺
地区調査

0 0 0 0 0

継続監視調査 23 11 1 10 0

その他の調査 5 0 0 0 0

合 計 44 11 1 10 0

平成３０年度調査結果

○大気質 ７地点
○公共用水域（水質・底質）１４地点
○地下水質 ４地点
○土壌 ３地点

すべて環境基準値以下

環境保全課
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環境・健康に係る危機管理 環境科学課
保健科学課

２ 健康

○水質事故等における検査対応
・油流出時の油種鑑別
・魚へい死に関する水質分析
・化学物質漏えい時の水質分析

１ 環境

油流出事故 GC/MSによる
水質分析

○健康危機管理のための検査体制
の強化
・消防局機動救助隊と初のバイオテロ

対応合同訓練を実施
・食品中の有害金属，植物性自然毒
の検査法の整備 消防局との合同訓練 検査法の整備

18



成果指標
基準値

2013(H25)
実績値

2018(H30)
目標値
2024(R6)

指標
評価

総合
評価

ＰＭ2.5の予測精度
(見逃し率)

48.1％ 25％ 30%以下 A ★★★

成果指標
(環境基準の達成率)

基準値
2012(H24)

実績値
2018(H30)

目標値
2024(R6)

指標
評価

総合
評価

・大気質(NO2)
・有害大気汚染物質(ﾍﾞﾝｾﾞﾝ)
・ダイオキシン類

100％ 100％ 100％ A
★★★

・自動車騒音 95.3％ 96.3％ 100％ B

19

第１項
黄砂・PM2.5などの大気汚染物質への対応

第２項
良好な生活環境の保全

第３項
気候変動への適応
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21

緩 和：気候変動の原因となる温室効果ガスの排出抑制対策
適 応：既に生じている、あるいは、将来予測される

気候変動の影響による被害の回避・軽減対策

地球温暖化対策推進法 気候変動適応法

気候変動への適応

地球温暖化対策は「緩和」と「適応」が両輪

（平成10年制定） （平成30年制定）

環境・エネルギー対策課

福岡市における気候変動への適応策
環境・エネルギー対策課

区 分 市の主な取組み
⾃然災害 ハザードマップの提供、調整池の設置
⽔資源 節⽔⾏動の推進、⽔源かん養林の育成
健康被害 熱中症対策、ヒートアイランド対策
⾃然⽣態系 ⾝近な⽣きもの⽣息環境の保全
農作物 環境に適した品種の開発・導⼊の検討

水源かん養林育成活動山王雨水調整池 22

○平成31年４月に副市長をトップとした全庁的な推進体制として
「福岡市気候変動適応推進会議」を設置

○令和元年5月に「福岡市地球温暖化対策実行計画（平成28年12月策定）」を
「気候変動適応法」に基づく「地域気候変動適応計画」と位置づけ対策を実施



主な適応策の取組み状況

○自然災害に関する対策
浸水・土砂災害ハザードマップの提供
・区役所の窓口等におけるハザードマップの提供
・インターネットによる総合ハザードマップの配信
・ハザードマップを用いた土砂災害に関するフィールドワーク

浸水対策事業
・雨水整備DOプラン：重点地区の主要施設が概ね完成
・雨水整備レインボープラン天神：第１期事業が完了

防災・危機管理体制の充実・強化
・「福岡市災害廃棄物処理計画」を策定

（平成30年3月）

○健康被害に関する対策
暮らし安心・適応リノベーション促進事業
・複層ガラス等への改修効果が分かるパネル展開催
・住宅窓の改修効果を知る「住まいの見学会」を開催
・市民モニターと協力した広報活動

環境・エネルギー対策課

雨水幹線の整備

23

ガラス交換
枠はそのまま複層ガラス
などに交換

二重窓
今ある窓にもう１枚プラス

窓を断熱改修することで
「熱中症やヒートショック予防」

「結露防止･防音」
「冷暖房効果向上による省エネ」

浸水ハザードマップ

24
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熱中症対策
３ 主な熱中症対策

◆暑さ指数を活⽤した注意喚起
（防災メール，ＬＩＮＥ，ホームページ）
◆熱中症予防イベントやパネル展開催
◆「熱中症にご⽤⼼！」出前講座や健康教室等での予防啓発
◆梅⾬明け直後など季節の変わり⽬をとらえ，気象予測や予防
⾏動などをプレスリリースし，注意喚起を実施

◆オリジナルリーフレット，予防カードによる啓発

熱中症予防カード

福岡市熱中症情報ＨＰ 街頭キャンペーン

４ 熱中症対策の推進体制

熱中症対策を総合的に推進し，
市⺠の⽣命及び健康を保護する。

環境保全課

第１章
分野別施策の実施状況

第２節
市民がふれあう自然共生のまちづくり

26



第１項
生き物や自然環境の保全・再生と
自然のネットワークの形成

第３項
生物多様性の認識の社会への浸透

27

1.2

2.4
2.9

3.2

3.1

2.6

2.0

博多湾の保全 環境保全課

水域 COD環境基準値

東部海域 3mg/L以下

中部海域
2mg/L以下

西部海域

凡 例

環境基準達成

環境基準超過

○ COD環境基準達成状況（平成30年度）

COD年平均値の推移

西部海域

東部海域

1.9

中部海域

28

・長期的には減少傾向を示しており，この10年間では
概ね横ばい傾向。

・平成30年度は，西部海域の３地点が環境基準を達成。



博多湾の保全
○貧酸素水塊発生状況

調査期間：５月～１０月（月１～２回）

平成３０年度は，８地点中６地点で

貧酸素状態を確認

○底生生物の生息状況

環境調整課

C-1（貧酸素水塊が発生しにくい地点） E-6（貧酸素水塊が発生しやすい地点）

※貧酸素状態
海底上0.1mにおける溶存酸素量が，海底の

正常な底生生物の分布が危うくなる3.6mg/L以
下になること。主に夏季に確認される。

53 58

28
18 21

65

[種] [種]

●：水質調査地点（貧酸素水塊発生地点 ）

29
環形動物 軟体動物 節足動物 その他

自然環境の把握，
保全・再生のため
の基礎資料とする

5年周期で調査

植生等
昆虫等

鳥類 水生生物

ほ乳類等

自然環境調査・希少種の保全 環境調整課

○調査結果

・・・希少種

貴重植物

ノヒメユリ

ウスギムヨウラン

植生図

シタキソウ

コクモウクジャク チョウセンガヤリス

ヒナノウスツボ

市街地

スギ・ヒノキ・
サワラ植林

シイ・カシ
二次林

植生調査：市街地，スギ・ヒノキ・サワラ植林，シイ・カシ二次林が大きな面積を占める
貴重植物：６０種確認（新たに確認されたのは１３種）

30



外来種による被害の未然防御 環境調整課

○特定外来生物ヒアリ対策

○特定外来生物アライグマ調査

関係局や環境省，専門家と連携し，講習会の開催や啓発動画の制作を実施

ヒアリ講習会 ヒアリ啓発動画

アライグマの捕獲

市内における分布状況を把握するため捕獲調査を実施

＜東区，博多区，早良区，西区の９地点で合計１５頭捕獲＞

31

市民への生物多様性の認識の理解促進

○ふくおかレンジャーの育成

環境調整課

地域でフィールドワークを企画・実践する
人材を育成

○エコツアー
身近な自然の魅力を伝えるエコツ
アーを紹介

環境保全等に積極的な
NPO等の団体や個人が
集い，情報やアイディア
を共有する場として，
トーク・カフェ（年５回）を
実施

「生きものと私たちのくらし展」

○トーク・カフェ

「一人一花そして一虫」

緑地の植物観察会 干潟の野鳥観察会

32



多様な主体の参画の促進，支援 環境調整課
環境科学課

干潟の生きもの学習会

渡り鳥の飛来地やカブトガニ
の産卵場として重要な今津干潟
において，地域住民等と共働で
里海の保全再生活動を推進

カブトガニのすみかづくり
（カキ殻拾い）

○里海保全再生の取り組み

カブトガニの卵塊・幼生の確認数

卵塊：25（基準値：12）

幼生：55個体（基準値：63個体 ）
カブトガニ

33

○地行浜いきものプロジェクト
環境保全や生物多様性に関する意識を高めるため，NPO等と共働で地行浜地先

の定点調査や体験型講座等を実施

竹材を用いた魚礁づくり 竹魚礁で確認されたメバルとホヤ

定点調査（竹魚礁追跡調査）の

確認生物

メバル

ニジギンポ

アミメハギ

タコ

ボラ

イソギンチャク

ユウレイボヤ

イソスジエビ

ガザミ

など

成果指標
基準値

2012(H24)
実績値

2018(H30)
目標値
2024(R6)

指標
評価

総合
評価

生物多様性を理解し，そ
の保全を意識して行動し
ている市民の割合

14.7％ 17.6％ 35.0％ B ★★

成果指標
基準値

2012(H24)
実績値

2018(H30)
目標値
2024(R6)

指標
評価

総合
評価

環境基準（博多
湾）の達成率

COD 62.5％ 37.5％ 100％ C

★★
環境基準（河川水
質）の達成率

BOD 100％ 95％ 100％ C

カブトガニの
卵塊・幼生数

卵塊：12
幼生：63個体

卵塊：25
幼生：55個体

現状維持 B
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第１項
生き物や自然環境の保全・再生と
自然のネットワークの形成

第３項
生物多様性の認識の社会への浸透



第１章
分野別施策の実施状況

第３節
資源を活かす循環のまちづくり

35

第１項
廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用の推進
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新循環のまち・ふくおか基本計画

■策定：平成23年12月

■基本方針
①循環型社会づくりのさらなる推進
②処理の優先順位に基づく適正処理の推進
③持続可能な社会の実現に向けた施策の推進

37

計画課

ごみ処理量の推移 計画課

(トン)
(ｇ/人・日)

38

284,304 281,067 285,878 287,206 288,290 287,716 289,778

285,328 285,975 287,873

274,000 268,000 

294,091 282,711 275,167 275,693 280,891 282,766 280,624 284,766 287,128 288,747

226,000 
201,000 

578,395 563,778 561,045 562,899 569,181 570,482 570,402 570,094 573,103 576,620 

500,000 

469,000 

537 

526 528 526 523 

517 
515

503
500 499 501

491

480

500

520

540

560

580

600

620

640

660

0

200,000

400,000

600,000

2009

H21

基準年次

2010
H22

2011
H23

2012
H24

2013
H25

2014
H26

2015
H27

2016
H28

2017
H29

2018
H30

2020
R2

2025
R7

事業系ごみ処理量 家庭ごみ処理量 市民１人１日あたりの家庭ごみ処理量（＝原単位）

( 年度 )

第２次

中間目標
目標

年次

0

平成30年度のごみ処理量は，家庭ごみと事業系ごみを合わせて約57万７千トン
基準年次から10年が経過しているが，ごみ処理量はほぼ横ばい傾向で推移



ごみのリサイクル率の推移 計画課

(トン) (%)

39

64,791 62,597 62,100 61,593 61,156 57,358 55,673 54,607 53,442 52,517 67,000 
68,000 

160,858 174,798 180,295 183,518 189,429 193,769 205,964 201,552 205,370 
206,446 

187,000 

212,000 

225,649 239,405 244,406 247,123 252,598 251,127 261,637 255,759 258,812 258,963 255,000 

280,000 

28.4 

29.9 30.4 30.6 30.8 
30.9 31.7 31.3 31.4 31.3
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H23
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H24
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2016
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2017
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2018
H30
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R7

事業系ごみのリサイクル量 家庭ごみのリサイクル量 ごみのリサイクル率

( 年度 )

0

第２次

中間目標
目標

年次

平成30年度のリサイクル率は31.3％，基準年次と比較して2.9ポイント増加

家庭ごみ減量・リサイクルに向けた取組み①

(1) 広報・啓発

●地域集団回収等による資源物回収強化

●使用済小型電子機器の回収

(2) 資源物の回収

●出前講座の開催

●アプリやWeb等による情報提供
・ＬＩＮＥアプリでのごみ分別検索

（応答件数：352,413件）

・ごみと資源の分け方・出し方情報サイト

●古着の回収

●生ごみ減量・リサイクルの促進
・食品ロス削減

・水切り，食べ切り，使い切りの啓発

・段ボールコンポストの普及

①「知って得する！３Ｒ教室」
②「教えて！食品ロス」
対象：地域団体，小学生，日本語学校（外国人）
開催回数：67回

（①37回 ②30回）
参加人数：2,185人

（①1,211人 ②974人）
（平成29年度 56回，

2,833人）

回収量：34,191トン，団体数：1,965団体
ボックス設置箇所数：495か所
（平成29年度 36,370トン,

1,976団体，500か所）

回収量：83,680kg
ボックス設置箇所数：66か所

（平成29年度 56,816kg）

家庭ごみ減量推進課

●蛍光管等の拠点回収

40

福岡市全189講座中
5位・6位

回収量：蛍光管 26,011㎏

乾電池 17,261㎏

水銀体温計等 180.5㎏

回収拠点数：蛍光管・乾電池 67か所

水銀体温計等 約700か所

回収量：17,005kg

（平成29年度13,285kg）

「知って得する！３Ｒ
教室」出前講座の体験



(3)雑がみ回収 (4)食品ロス削減

家庭ごみ減量・リサイクルに向けた取組み②
家庭ごみ減量推進課

●食品ロス削減
・出前講座「教えて！食品ロス」

（実施回数 30回，参加人数 974人）

・エコクッキング講座，親子体験教室の実施

（実施回数 12回，参加人数 333人）

・インスタグラムキャンペーン実施

（投稿数 23６件）

燃えるごみに含まれる，資源化可能な雑がみの

リサイクルを促進するため，「雑がみ回収袋」を

作成（85,000枚）

区役所等公共施設の資源物回収ボックスや，校区

紙リサイクルステーションなどで配布し，雑がみリ

サイクルについて啓発

41

＜雑がみ回収袋＞

出せる紙の

種類を記載

事業系ごみ減量・リサイクルに向けた取組み①

①事業所へのごみ減量指導

③⾷品廃棄物の減量・リサイクル ④古紙のリサイクル

●廃棄物減量計画書の提出義務付け

●事業系食品廃棄物リサイクル推進事業

⑥資源化施設整備への⽀援

●事業系古紙回収推進事業

●資源物回収協定制度

⑤資源化技術研究への⽀援

②資源化に関する情報発信
●「事業系ごみ資源化情報発信

サイト」を活用した情報発信

●事業系一般廃棄物の資源化に関する技術等を
研究しようとする事業者に対し，実証研究等
に係る費用の一部を補助

●古紙及び食品廃棄物の資源化
施設整備支援

●特定事業用建築物等への立入

●「もったいない！食べ残しをなくそう

福岡エコ運動」の推進

立入件数 2,017件（平成29年度1,647件） ●事業系一般廃棄物処理ルール

ブックの改定・市内全事業者

へ送付

回収量 7,618トン（平成29年度3,930トン）

事業系ごみ減量推進課

※中小事業所への啓発指導強化

42

食品リサイクル施設への誘導を図るため，食品廃棄物
多量排出事業者への訪問・要請，施設見学会の実施

インスタグラムキャンペーンの実施

古紙資源化施設「福岡市リサイクル
ベース」への施設整備補助金の交付

関係業界と連携した，一般廃棄物収集運搬許可業者等
による，中小事業者等対象の古紙回収

優良な資源物回収業者を排出事業者に紹介するた
め，古紙業者とリサイクルに関する協定を締結

「福岡市の中小企業における事業系古紙回収の潜在市場に関する
研究」（福岡大学等）
・リサイクルベースに関する現状調査及び回収率向上施策の提案



資源化施設及び設備を整備する費⽤の⼀部を補助

事業系ごみ減量・リサイクルに向けた取組み②

食品廃棄物の減量（リデュース）の推進

事業系ごみのリデュースを推進するために⾷べ残
しの削減を⽬的とした「もったいない！⾷べ残し
をなくそう福岡エコ運動」を実施

もったいない！⾷べ残しをなくそう福岡エコ運動

事業系一般廃棄物資源化施設の整備支援等

現在リサイクルされていない中⼩
事業者の古紙の資源化を促進
する，⺠間古紙資源化施設
「福岡市リサイクルベース」の建設
にあたり，費⽤の⼀部を補助

平成30年度の主な取組み

●福岡エコ運動協⼒店の募集
（登録数：約410店，平成29年度約330店）

●インスタグラムキャンペーンを実施
（エコ運動協⼒店で完⾷した写真を投稿すると抽選でプレゼント）

●忘年会シーズンに街頭キャンペーンを実施

平成30年度の主な取組み

福岡市⼀般廃棄物資源化施設整備費補助⾦
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事業系ごみ減量推進課

成果指標
基準値

2012(H24)
実績値

2018(H30)
目標値
2024(R6)

指標
評価

総合
評価

ごみ処理量 56.3万ｔ 57.7万ｔ 47万ｔ C
★★

ごみのリサイクル率 30.6％ 31.3％ 37％ B
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第１項
廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用の推進



第２項
廃棄物の適正処理の推進

45

家庭ごみの処理の流れ 計画課
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施設配置 工場整備課

47

－

清掃工場（廃棄物発電） 工場整備課

ごみを焼却するときの熱を利用した発電を行っています

平成３０年度発電量：約２億５，５００万ｋＷｈ
・約５万９千世帯分の年間消費電力に相当
・ＣＯ２排出削減効果：約８万８千トン

48



西部（中田）埋立場
総面積：38万㎡
埋立容量：97万５千t／238万t

（進捗率４１％ 平成３０年度末現在）

最終処分場 施設課

東部（伏谷）埋立場
総面積：64万4千㎡
埋立容量：319万t／510万t

（進捗率６３％ 平成３０年度末現在）

写真提供：福岡市消防局写真提供：福岡市消防局

埋立範囲埋立範囲

49

不法投棄対策 産業廃棄物指導課

50

○パトロールやカメラによる監視

・不法投棄重点監視地域（24か所）
・市職員による夜間パトロール：100回/年
・委託業者によるパトロール： 202回/年
・監視カメラ設置：45か所 80台

○地域活動支援，市民の啓発等

・地域の不法投棄防止活動に対する支援
15団体（16校区）に,月額２万円を助成

・ポスターや警告看板等の作成，設置
・12月｢福岡市不法投棄防止強化月間｣
広報啓発や街頭キャンペーンを実施

街頭啓発キャンペーン

不法投棄は犯罪であり，投棄者には厳しい態度で臨むとともに，
廃棄物を捨てられない環境づくり(予防)に努める。

○平成30年度 不法投棄の処理量 約48トン（処理件数 692件）

不法投棄物

地域パトロール・回収活動

監視パトロール・監視カメラ



成果指標
基準値

2012(H24)
実績値

2018(H30)
目標値
2024(R6)

指標
評価

総合
評価

不法投棄処理量 87ｔ 48ｔ 39ｔ A ★★★

51

第２項
廃棄物の適正処理の推進

第１章
分野別施策の実施状況

第４節
未来につなぐ低炭素のまちづくり

52



家庭・業務部門の
省ｴﾈの促進

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
やｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
ｼｽﾃﾑなどの導入・

活用

環境にやさしい
交通体系の構築

廃棄物の
発生抑制･

再使用・再生利用
の推進

気候変動への
適応

○策定時期 2016（平成28）年12月

○計画期間 2016（平成28）年度から2030（令和12）年度まで

○基準年度 2013（平成25）年度

○削減目標 温室効果ガス排出量28％削減

（2030（令和12）年度）

福岡市地球温暖化対策実行計画の概要
環境・エネルギー対策課

緩和策 適応策

53

分野横断型施策
（ 環境行動を担う人材の育成，情報提供の推進 ／ アジア・太平洋地域への環境協力 ）

＜福岡市域全体＞ 基本方針

福岡市地球温暖化対策実行計画の成果指標

54

○家庭部門・業務部門の省エネの促進，再生可能エネルギー等の導入・活用，１日あたり
の鉄道バス乗車人員は， 成果指標の達成に向け順調に推移

○新車販売台数に占めるEV等の割合は増加傾向，ごみ処理量は近年ほぼ横ばい傾向
現状値

２０２２年度 ２０３０年度

（令和4年度）
＜進捗確認年度＞

（令和12年度）
＜目標年度＞

家庭部門1世帯あたりの
エネルギー消費量

ＧＪ/世帯
２７.８
※１

- ２３.９ ２３ ２０.９

業務部門床面積あたりの
エネルギー消費量

GJ/㎡
０.９４
※１

- ０.８７ ０.８２ ０.７３

再生可能エネルギー
による発電規模

kW -
１５.７万

※１
２１.１万

３０万
※２

４０万

1日あたりの鉄道バス
乗車人員

人 - １１６万５千 １２８万８千 １２０万
再設定予定

※３
新車販売台数に占める
EV・PHV・FCVの割合

％ -
１

※１
1.7
※5

１５ ２０

ごみ処理量 t -
５７万
※１

５７.３万 ４９万
再設定予定

※４

成果指標

基準年度 目標値

２０１３年度
（平成25年度）

２０１４年度
（平成26年度）

２０１７年度
（平成29年度）

家庭・業務部門の省エネの促進

再生可能エネルギーやエネルギーマネジメントシステム等の導入・活用

環境にやさしい交通体系の構築

廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用の推進

環境・エネル
ギー対策課

※1 網掛け部分については，本計画策定時の各指標
の基準年度の把握値である。

※2 進捗確認年度は2024年度である。
※3  「福岡市都市交通基本計画」の計画終了年度で

ある2022年度に再設定予定

※4 「新循環のまち・ふくおか基本計画」の計画終了
年度である2025年度に再設定予定

※5 新車販売台数は，小型乗用車及び普通乗用車
の合計



第１項
省エネルギーの促進

55

・地球温暖化対策（防止）市民協議会
※ 平成31年4月名称変更

平成30年度末会員数128（平成29年度： 122）

・ECOチャレンジ応援事業
平成30年度参加 1,050世帯/募集1,500世帯

（平成29年度：152世帯/募集500世帯）

市民等による取組み 環境・エネルギー対策課

・緑のカーテンコンテスト
市民・事業所の取組みを募集し表彰

平成30年度応募 58件（平成29年度：52件）

・クールシェアふくおか
市内の公共施設や民間施設を
クールシェアスポットとして活用

平成30年度スポット数：271
（平成29年度：292）

環境フェスティバルでのブース出展
（地球温暖化対策市民協議会）

緑のカーテン
の取組み

56



○事業所省エネ計画書制度
事業所における省エネ・省CO2
を促進する制度
（平成30年度 運用開始）

参加事業所数：20事業所

【制度の対象】 年間のエネルギー使用量が750kL（原油換算）以上の市内事業所

事業者における取組み 環境・エネルギー対策課

○省エネサポート事業

・省エネ講習会の開催

平成30年度実績 2回開催（6月，12月）
参加者192人（平成29年度：196人）

・省エネ等に役立つ情報提供
国等の補助金・支援制度の情報等を市ホームページで紹介

57

省エネ講習会

○平成30年度夏期の省エネ対策（5月1日～10月31日）

・冷房時の室温（目安２８℃）調整

・エコスタイルの実施

・空調時・退庁時のブラインド活用 など

○市有施設へのＬＥＤ照明の導入

・道路照明灯（直管灯）のＬＥＤ化 1,102基 （平成29年度：1,960基）

・防犯灯のLED化の助成 3,028基（平成29年度：5,059基） など

○庁内向け省エネサポート

・省エネ状況の現地確認 ３施設 （平成29年度：３施設）

エネルギー管理士などの専門家による診断

・職員向け省エネ講習会の開催

福岡市役所の取組み 環境・エネルギー対策課

省エネ状況現地確認
58

○副市長を会長とし全局区室長で構成する「省エネ推進会議」により，
全庁的な取組みを推進



福岡市における温室効果ガス排出量の推移
環境・エネルギー対策課

※四捨五入の関係のため，排出量の内訳と総量 が一致しない場合がある

( ) 内の数値は平成25（2013）年度を
100としたときの指数

59

　　　　代替フロン類

　　　　一酸化二窒素

　　　　メタン

　　　　二酸化炭素

　　　　排出係数

市内の温室効果ガス排出量は，目標の達成に向け，順調に減少
（基準年度平成25(2013)年度比約１７％削減）

第１項
省エネルギーの促進

成果指標
基準値

(2006(平成18)～
2010(平成22)平均)

実績値
2017(平成29)

目標値
2024(令和6)

指標
評価

総合
評価

家庭部門における
1世帯あたりの
ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量

30.1GJ 23.9GJ 22.1GJ A

★★★
業務部門における
延床面積1㎡あたり
のｴﾈﾙｷﾞｰ消費量

1.08GJ 0.87GJ 0.88GJ A
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第２項
再生可能エネルギーやエネルギーマネジメント
システムなどの導入・活用

61

戦略の目標年度：2030（令和12）年度

・再生可能エネルギーによる発電規模 40万kW 以上
（市有施設，市内民間施設の合計）

・エネルギーの効率的な利用に関する目標等を検討
（例．燃料電池，エネルギーマネジメントシステムの普及率 等）

福岡市環境・エネルギー戦略の概要
環境・エネルギー対策課

エネルギーを“創る” “賢く使う” そして “快適に過ごす”

ふくおかの心地よい都市づくり！

エネルギーを“創る” “賢く使う” そして “快適に過ごす”

ふくおかの心地よい都市づくり！

年度
2014

(平成26)
2015

(平成27)
2016

(平成28)
2017

(平成29)
2018

(平成30)
2030

(令和12)

発電
規模

15.7万kW 18.4万kW 19.1万kW 21.1万kW 21.7万kW 40万kW

〇福岡市がめざす姿

〇数値目標

〇実績

〇策定時期 2014（平成26）年6月

62

市内の再生可能エネルギーの発電規模は目標に向け順調に増加



民間施設における導入促進
環境・エネルギー対策課

○住宅用エネルギーシステム導入促進事業
市内の戸建・集合住宅に対して，
住宅用エネルギーシステム導入時の
設置費用の一部を助成

＜対象機器＞
リチウムイオン蓄電システム，
家庭用燃料電池，太陽光発電システム，
HEMS，MEMS

・平成30年度助成実績 1,075件
（平成29年度：1,093件）

○事業者向け再生可能エネルギー設備の導入促進
省エネ講習会や，福岡市ホームページによる
情報提供

住宅用エネルギーシステム（概念図）

63

市有施設における率先導入
環境・エネルギー対策課

種別 施設数
発電出力

(kw)
備考

太陽光発電

メガソーラー 5 5,320

・大原メガソーラー発電所
・蒲田メガソーラー発電所
・青果市場太陽光発電所
・西部水処理センター太陽光発電所
・新西部水処理センター太陽光発電所

その他
184

(+ 3)
2,419
(+ 33)

･公民館
・小中学校 等

バイオマス
発電

廃棄物発電 4 80,900
･清掃工場
[東部，西部，臨海，福岡都市圏南部]

その他 2 1,695 ･水処理センター[中部，和白]

小水力発電 3 222
･浄水場[瑞梅寺，乙金]
・曲渕ダム

合計
198

(+ 3)
90,556
(+ 33)

屋根貸し等による事業者設置を含む

〇市有施設への再生可能エネルギーの導入（平成30年度末）

太陽光発電 総合体育館 【発電規模】20kW

〇平成30年度の主な導入事例
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成果指標
基準値
2012

(平成24)

実績値
2018

(平成30)

目標値
2024
(令和6)

指標
評価

総合
評価

再生可能エネルギー
の設備導入量

11万1千kW 21万7千kW 30万kW A ★★★
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第２項
再生可能エネルギーやエネルギーマネジメント
システムなどの導入・活用

第３項
低炭素型の都市構造及び交通体系の構築

66



・「はやかけん」を使った
パーク＆ライド優待サービス

12駅15箇所 （平成31年5月末）

レール＆カーシェアサービス
3駅 5箇所 （平成31年5月末）

・「SUBWAY  DIET」事業
地下鉄利用による環境貢献や健康づくりなど，
地下鉄を含むライフスタイルを提案する
プロモーション活動を実施

公共交通の利便性向上と利用促進

低炭素型の交通体系の構築
環境・エネルギー対策課

電気自動車 リーフ

・電気自動車の購入助成等
電気自動車等購入 89件（平成29年度： 113件）
充電設備設置 1件（平成29年度： 3件）

67

次世代自動車の普及促進

成果指標
基準値
2012

(平成24)

実績値
2018

(平成30)

目標値
2022
(令和4)※

指標
評価

総合
評価

１日あたりの鉄道・
バス乗車人員

112万1千人
128万8千人
(2017(H29))

120万人 A

★★★
公共交通の便利さ
への評価

77.4％ 79.5％
現状維持

(80%程度を維持)
A

都心部への自動車
の流入台数

88,600台/12h
(2013(平成25))

85,700台/12h 87,000台/12h A

68

※環境基本計画の目標年度が２０２４（令和６）年度であるため，関連計画等の点検・見直しと合わせ，
指標項目・目標値の再設定を検討

第３項
低炭素型の都市構造及び交通体系の構築



第２章
分野横断型施策の実施状況

第１節
環境の保全・創造に向けた人づくり・
地域づくり
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第１項
環境行動を担う人材の育成

70



わくわくエコ教室

エコ発する事業

U-30団体によるブース出展
（環境フェスティバル）

環境フェスティバル

福岡市環境行動賞

西区地域環境
サポーター養成講座

特に子ども

特に若者

すべての世代

アジアに広がる環境美化活動
（ラブアース・クリーンアップ）

みんなで取り組むヒートアイランド対策
（打ち水大作戦） （緑のカーテン）

参考：環境教育・学習推進の取組み

環境学習支援事業

まもるーむ

環境行動を担う人材の育成 環境政策課

あらゆる年代に対する環境教育・学習

わたしたちの樹
プロジェクト

小学生向け
副読本

U-30団体の支援
（エコ発する事業）

71

環境行動を担う人材の育成

環境教育・学習を通じた人材の育成

環境政策課
環境事業所

○西区地域環境サポーター養成講座
・地域のリーダーとなる人材を発掘・育成し，活動を支援

養成講座修了生：8人（平成29年度：15人）

72

○環境学習支援事業

・小中学校でのごみ減量・リサイクル等に関する

環境学習： 418回 （平成29年度実施： 258回）

○わくわくエコ教室
・幼児向け自然観察会：49回（平成29年度：53回）

・指導者向けプログラム：11回（平成29年度：10回）

幼児向け自然観察会

エコ風呂敷講座

パッカー車による収集実演



成果指標
基準値

2013(H25)
実績値

2018(H30)
目標値
2024(R6)

指標
評価

総合
評価

環境教育・学習人材
リスト登録者数

44人 52人 80人 B ★★
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第１節
環境の保全・創造に向けた人づくり・
地域づくり
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第２章
分野横断型施策の実施状況

第２節
環境の保全・創造に向けたしくみづくり



75

第１項
環境配慮のための手続きや規制等の整備・運用

第２項
市民・事業者の自主的な活動等に対する支援

第３項
環境情報の継続的な収集・発信と共有

表 環境影響評価における活用及び
開発事業について意見を述べた件数 （件／年）

環境配慮のための手続きや規制等の整備・運用
環境調整課

福岡市環境配慮指針の適切な運用

①環境影響評価法並びに福岡市環境影響評価条例の各手続きの際の
既存資料としての活用

②開発事業の許認可審査等において指針に基づく意見を述べ，
事業の構想・計画・実施の各段階での環境への配慮を誘導

２９年度 ３０年度

①環境影響評価における貴重・希少生物情報等の活用 ２ １

②開発事業の許認可審査等における意見

（都市計画法第29条，建築基準法第48条及び第51条
の規定による許可 等）

９４ １００

76



○福岡市環境行動賞
本市の環境保全へ顕著な貢献があった個人・団体・
学校・事業者を表彰※表彰式は隔年開催

・平成30年度 第9回表彰式開催（6月8日）
表彰75件，応募83件(第8回：表彰95件，応募108件)

・令和元年9月2日より，第10回表彰対象者を募集

表彰・助成

○エコ発する事業
市民団体やＮＰＯ法人などが主体的に行う環境活動の
支援やネットワークづくり を促進。（上限額50万円）

・対象分野 ①ごみ減量・リサイクル ②環境学習・啓発
③環境保全 ④環境美化 等

・平成３０年度 ８団体補助（平成２９年度：１１団体）

市民・事業者の自主的な活動等に対する支援
環境政策課
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第９回環境行動賞表彰式

河川の清掃活動

１ 環境分野 ２ 廃棄物分野

暑さ指数計による測定

３ 保健分野

○博多湾における貧酸素水塊等に関する
調査研究

○熱中症に関する調査研究

調査・研究の実施状況
環境科学課
保健科学課

環境情報の継続的な収集・発信と共有

「燃えるごみ用袋」で
出された手つかず食品

薬剤感受性試験

博多湾の水質調査
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間違えやすい有毒植物

（厚生労働省リーフレットより）

トリカブト ツキヨタケ

○家庭ごみ中の食品ロス実態調査
○使用済小型家電のボックス回収状況調査

使用済小型家電の
ボックス回収状況調査

○腸管出血性大腸菌の薬剤耐性状況の推移
○植物性自然毒一斉分析法の開発



ＮＰＯ等と連携した事業
・福岡市周辺で活動する環境保全活動などに取り組んでいるNPO等の交流を図る

「ふくおか環境活動発表会」を実施

環境情報の継続的な収集・発信と共有

専門性の高い体験型学習
・子どもから大人まで学べる「特別講座」や，保健環境研究所の検査を体験できる講座

「ほかんけん研究者体験」を開催

ふくおか環境活動発表会ほかんけん研究者体験

保健環境学習室「まもるーむ福岡」
環境科学課
保健科学課

発酵食品のミクロの世界 NPO等による活動内容の発表会

＜平成30年度に行った主な事業＞

南極の氷を触ってみよう！

特別講座
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第２章
分野横断型施策の実施状況

第３節
ふくおか から 九州・アジアへ



第２項
国際環境協力の推進
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アジア太平洋地域を中心とした研修生受入・専門家派遣

国際環境協力の推進

ヤンゴン市における「福岡方式」による埋立場整備

環境政策課
施設課
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国内研修（丁張の設置）

○廃棄物埋立技術「福岡方式」を学ぶ研修生の受入

平成30年度：ケニア，アフガニスタン等 8ヶ国 12名（29年度： 10ヶ国 15名） ，

累計：27ヶ国 174名

○環境関連施設への視察・見学の受入

平成30年度：40ヶ国392名（29年度：46ヶ国315名），累計：70ヶ国以上 5,776名

○海外への専門家派遣
平成30年度：1ヶ国20名（29年度：1ヶ国16名），累計：14ヶ国 143名
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ヤンゴン市への「福岡方式」を活用した技術協力

（上写真左から）
・福岡⼤学名誉教授 松藤 康司
・福岡市副市⻑ 中村 英⼀
・ヤンゴン市⻑
・駐ミャンマー特命全権⼤使
・ヤンゴン地域政府議員
・国連ﾊﾋﾞﾀｯﾄミャンマー事務所⻑
・環境省⼤⾂官房審議官

平成29年度（2017年度）
既存埋⽴場の整備（福岡⽅式へ改良)

平成30年度（2018年度）
埋⽴場の新規整備

ヤンゴン市ごみ埋立場の「福岡方式」整備事業
（国連ハビタットとの共同事業）

■事業期間：２０１９年度～（２年間予定）
■総事業費：約６億円
■事業内容：

火災防止対策，既存埋立場の改善及び
新規埋立場の設計・整備等

着⼯式(令和元年8⽉)での主催者及び来賓によるくわ⼊れ
2019年1⽉

2019年3⽉

2018年1⽉

2018年8⽉

ガス抜き管設置のﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ
（写真右）

既存埋立場の整備：0.04ha
（平成29年度実施）

現場事務所

テインビン埋立場敷地

新規埋立場の整備：１ha
（平成30年度実施）

「福岡方式」（準好気性埋立構造）




